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（令和６年４月１日現在）

※「合計所得金額」とは、収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額です（扶養控除や医療費控除

等の所得控除をする前の金額です）。土地売却等に係る特別控除の適用がある場合は、特別控除金額を控

除した金額を用います。

※「年金収入等」とは、年金収入（遺族年金及び障害年金等の非課税年金は含みません）とその他の合計所得

金額（給与収入や事業収入等から給与所得控除や必要経費を控除した額）をあわせたものをいいます。
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利用者負担段階区分
（所得区分）

利用者負担上限額
 （月額）

①　課税所得690万円（年収約1,160万円）以上

②　課税所得380万円以上～課税所得690万円未満

　  （年収約770万円）　　 （同約1,160万円） 

③　住民税課税世帯～課税所得380万円（年収約770万円）未満

④　世帯の全員が住民税非課税

　　⑤　世帯の全員が住民税非課税かつ、「公的年金等収入金額＋

　　　　その他の合計所得金額」が80万円以下の場合等

　　⑥　世帯の全員が住民税非課税かつ、老齢福祉年金受給者　　　　　

⑦　生活保護受給者、中国残留邦人等の支援給付受給者

① 140,100円（世帯）

　　　　　　　　※１

② 93,000円（世帯）

③ 44,400円（世帯）

④ 24,600円（世帯）

⑤⑥

　 24,600円（世帯）

　 15,000円（個人）

　　　　　　　　※２

⑦ 15,000円（個人）

「住民税課税世帯」とは…住民基本台帳上の同一世帯内のどなたか一人でも住民税を課税されている世帯の

　　　　　　　　　　 ことです。

「世帯の全員が住民税非課税」とは…介護保険サービスを利用した本人を含む、住民基本台帳上の同一世帯

　　　　　　　　　　　　　　　 内の全員が住民税を課税されていない世帯のことです。

「老齢福祉年金」とは…明治44年4月1日以前に生まれ、所得要件を満たした方に支給される年金

※1（世帯）とは…住民基本台帳上の同一世帯内で、介護保険サービスを利用した者全員が負担する金額の

　　　　　　　合計の上限額のことです。

※２（個人）とは…介護保険サービスを利用した本人が負担する金額の上限額のことです。

　介護保険サービスを利用した場合、原則としてかかった費用の１割から３割の金額を、利用料

として自己負担していただきますが、１か月に支払った利用者負担額が所得等に応じた限度額を

超えた場合、「高額介護（介護予防）サービス費 」として超えた分を申請により支給します。

　なお、同じ世帯内に介護保険サービスの利用者が複数いる場合、世帯の利用者負担額の合計額

が限度額を超えた分について支給します。また、対象となる利用者負担額には、福祉用具購入費

や住宅改修費の負担額や、施設に入所・入居した場合等の食費・居住費等は含まれません。
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　医療保険（国民健康保険、後期高齢者医療制度、その他加入の医療保険）の被保険者と同じ世帯

に介護保険の被保険者がいる場合、１年間（８月１日～翌年７月31日）の医療保険と介護保険の

自己負担額の合計額が、所得に応じた限度額を超えた場合には、「高額医療合算介護（介護予防）

サービス費」として超えた分を申請により支給します。

◎高額医療合算介護（介護予防）サービス ◎特定入所者介護サービス費（負担限度額認定） ※令和６年３月時点での予定です
　施設サービスやショートステイを利用するときは、食費と居住費は自己負担となります。ただし、収入と資

産等が一定の要件を満たす方は、申請により「負担限度額認定」を受けることで食費・居住費の負担が下表

のとおり軽減されます。

※下表の内容は令和６年８月のサービス利用分からの適用となります。令和６年７月のサービス利用分まで

　の限度額等につきましては、市役所介護保険課にお問い合わせください。

＊1  「世帯全員」には世帯分離をしている配偶者も含みます。
＊2  「年金収入等」とは合計所得金額と課税年金収入額と非課税年金収入額をあわせたものをいいます。
＊3  「預貯金等資産」とは預貯金（普通・定期）、有価証券（株式・国債・地方債・社債等）、投資信託から

負債（住宅ローン等）を控除した金額です。
＊4　夫婦世帯の場合はそれぞれ1,000万円を上乗せした額となります。
＊5　第2号被保険者（40～64歳）の場合は段階に関わらず一律1,000万円となります。
＊6  【　】内はショートステイ（短期入所生活（療養）介護等）を利用した場合の額です。

　食費・居住費は施設と利用者の間で契約により決められますが、平均的な費用の額などを勘案して水準と
なる日額が定められています。令和６年８月１日以降は、居住費のうち光熱・水道費相当分等として基準費用
額が60円引き上げられます。また、令和７年８月１日以降は、老人保健施設の「その他型」及び「療養型」並
びに介護医療院の「Ⅱ型」について、居住費のうち、室料負担の基準費用額が697円となります。

食　費： 1,445円       
居住費： ユニット型個室 … 2,066円     
 ユニット型個室的多床室 … 1,728円     
 従来型個室 … 1,231円 （特別養護老人ホーム等）    
  … 1,728円 （老人保健施設・介護医療院等）    
 多床室 … 915円 （特別養護老人ホーム等）

  … 437円 （老人保健施設・介護医療院等）

（※令和７年８月１日から、老人保健施設の「その他型」及び　　

「療養型」並びに介護医療院の「Ⅱ型」については、697円） 

   

利用者  
負担段階 対象者

預貯金等  
資産要件  食費の負担  

限度額（日）
居住費（滞在費）の限度額（日）

ユニット型
個室 

ユニット型  
個室的多床室

従来型個室
（特養等）

従来型個室
（老健・医療院等） 多床室

第１段階

単身で　
1,000
万円以下
*4､5

単身で　
650
万円以下
*4､5

単身で　
550
万円以下
*4､5

単身で　
500
万円以下
*4､5

300円
【300円】

*6
880円

第２段階

第３段階①

第３段階②

第４段階 ・世帯に課税者がいる方　・住民税課税の方 食費と居住費（滞在費）は施設等との契約金額による

（令和 ６ 年 8 月 1 日から）

（令和 ６ 年 8 月 1 日から）

・生活保護の
受給者など
・世帯全員*1が
住民税非課税で
老齢福祉年金
受給者の方

・世帯全員*1が
住民税非課税で
年金収入等*2が
80万円以下の方

・世帯全員*1が
住民税非課税で
年金収入等*2が
80万円以上
120万円以下の方

・世帯全員*1が
住民税非課税で
年金収入等*2が
120万円超の方

390円
【600円】

*6
880円

650円
【1,000円】

*6
1,370円

1,360円
【1,300円】

*6
1,370円

550円

550円

1,370円

1,370円

380円

480円

880円

880円

550円

550円

1,370円

1,370円

0円

430円

430円

430円

*3
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　経済的事情等により特に生計が困難な方のために、下記のすべての要件に当てはまる方は、

介護保険サービスを利用した場合の自己負担を軽減することができます。

◎税制改正に伴う所得指標について

　平成30年度税制改正により、給与所得控除及び公的年金等控除の控除額が引き下げられたこ

とに伴い、従前よりも利用者負担が増加しうることから、その影響がおよばないよう所得指標

の見直しが行われました。
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第１号被保険者（65歳以上）の方の所得段階別保険料（令和６年度から８年度まで）

立川市の令和６年度から８年度の保険料基準額（月額）は、6,183円です。

※１　保険料は３年ごとに見直しが行われます。

※２ 低所得者の負担軽減を図るため、第１段階から第３段階までの保険料年額は、消費税財源等を

投入することで特に安く設定されています。

 所得段階 対象者 料率 保険料年額

 

第１段階

 〇生活保護被保護者

  〇中国残留邦人等の支援給付受給者

  〇住民税非課税世帯の老齢福祉年金受給者

  〇世帯全員が住民税非課税で本人の前年の合計所得金額 

0.267 19,800円

  と課税年金収入額の合計が80万円以下 

 
第２段階

 世帯全員が住民税非課税で本人の前年の合計所得金額

  と課税年金収入額の合計が80万円超120万円以下 
0.347 25,700円

 
第３段階

 世帯全員が住民税非課税で本人の前年の合計所得金額

  と課税年金収入額の合計が120万円超 
0.605 44,800円

 
第４段階

 本人が住民税非課税で前年の合計所得金額と課税年金収

  入額の合計が80万円以下（世帯に住民税課税者がいる） 
0.829 61,500円

 
第５段階

 本人が住民税非課税で前年の合計所得金額と課税年金収

  入額の合計が80万円超（世帯に住民税課税者がいる） 
1.000 74,100円

 
第６段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が120万円未満 
1.200 89,000円

 
第７段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が120万円以上210万円未満 
1.300 96,400円

 
第８段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が210万円以上320万円未満 
1.500 111,200円

 
第９段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が320万円以上420万円未満 
1.700 126,100円

 
第10段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が420万円以上520万円未満 
1.900 140,900円

 
第11段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が520万円以上620万円未満 
2.100 155,800円

 
第12段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が620万円以上720万円未満 
2.300 170,600円

 
第13段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が720万円以上1,000万円未満 
2.400 178,000円

 
第14段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が1,000万円以上1,500万円未満 
2.583 191,600円

 
第15段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が1,500万円以上2,000万円未満 
2.781 206,300円

 
第16段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が2,000万円以上3,000万円未満 
3.000 222,500円

 
第17段階

 本人が住民税課税で

  前年の合計所得金額が3,000万円以上 
3.249 241,000円
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保険料年額の算出方法：〔保険料基準額（月額）×12か月×料率〕（100円未満切捨て）

合計所得金額とは

①合計所得金額とは、収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額です（扶養控除や医療費

控除等の所得控除をする前の金額です）。土地売却等に係る特別控除の適用がある場合は、特別控

除金額を控除した金額を用います。ただし、本人が住民税非課税の場合は下記②を適用します。

②本人が住民税非課税の場合は、上記①で求めた金額から、公的年金等に係る雑所得を控除した金額

を用います。当該合計所得金額に給与所得が含まれている場合は、そこから更に10万円（「所得

金額調整控除」の適用がある場合は、当該合計所得金額に「所得金額調整控除」を加えた上で10

万円）を控除した金額を用います。


